
超高解像度大気モデルによる将来の極端現象の
変化予測および影響評価に関する研究変化予測および影響評価に関する研究

B. 不確実性の定量化・低減の研究
革新チーム３：極端現象予測

A．モデルの高度化および

将来予測

超高解像度大気モデルによる気候変動
予測の不確実の定量化と低減

[AESTO・気象研]

超高解像度大気モデルに
よる将来の極端現象の変

• 地域的な温暖化予測の不確実性の定量化と
低減
• 台風の発生数、強度、経路などの予測に関す
る 確実性 定量 低減 関する 究化予測

[AESTO・気象研・気象庁・
国総研]

超高解像度全球大気モデル

る不確実性の定量化と低減に関する研究

不確実性の情報
デ• 超高解像度全球大気モデル

の高度化と温暖化予測

• 雲解像領域大気モデルの高

C. 自然災害に関する影響評価

流域圏を総合した災害環境変動評価
データ

デ
ー
タ

• 雲解像領域大気モデルの高

度化と温暖化による極端現象
の変化予測

•気候変動に伴う河道計画へ

流域圏を総合した災害環境変動評価
[京大防災研]

気候変動に伴う全球および特定脆弱地域
への洪水リスク影響と減災対策の評価•気候変動に伴う河道計画へ

の影響評価

の洪水リスク影響と減災対策の評価
[土木研ICHARM]
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C.影響評価研究

本実験の解析モデル精度・出力データ・解析法の検討

実験データ提供 実験データ提供要求

まとめ

モデルの高度化

後期実験（新モデル）前期実験（既存モデル）
追加実験現在・21世紀末・近未来 現在・21世紀末・近未来

モデルの高度化

実験法・モデル改善 アンサンブル予測用の有力モデル

B.予測の不確実性の定量化と低減研究

IPCC AR5
平成21年度(2009年度）の計画

II.
新全球モデル・領域モデル

I.
近未来実験を含めた

による後期実験の開始前期実験の解析



II.
前期全球20kmモデル実験の解析



北西太平洋岸への

村上（AESTO)による

熱帯低気圧接近数の再現性と将来変化

現在 21世紀末ー現在

熱帯

現在 21世紀末 現在

低気圧
存在頻度

Region
観測

(1979-2003)
現在気候実験
(1979-2003)

将来気候実験
(2075-2099)

将来-現在
差の統計的
有意性

East Japan 44.00 65.00 53.75  -11.25 (-17.3%)
West Japan 124.00 119.00 95.50  -23.50 (-19.7%) #90%
Korea 31.25 34.25 25.75  -8.50 (-24.8%)
North China 15.00 18.50 24.75  +6.25 (+33.8%)
Middle China 53.00 32.50 51.25  +18.75 (+57.7%)
South China 194.00 147.25 134.00  -13.25 (-9.0%)

沿岸接近
積算日数

Taiwan 70.00 55.50 59.50  +4.00 (+7.2%)
Southeast Asia 40.50 94.75 53.50  -41.25 (-43.5%) #99%
Philippine 145.00 66.75 51.25  -15.50 (-23.2%)



北西太平洋沿岸接近時の

村上（AESTO)による

洋 接
熱帯低気圧の最大風速再現性と将来変化

同径別
全球平均地上風速

現在気候実験と将来気候実験
の比較

沿岸接近時の平均最大風速(m/s)沿岸接近時 均最大風速( )

Region
観測

(1979-2003)
現在気候実験
(1979-2003)

将来気候実験
(2075-2099)

将来-現在
差の統計的
有意性

East Japan 27.91 20.85 22.39 1.54 (+7.4%) #95%
West Japan 35.92 23.38 25.06 1.68 (+7.2%) #95%
Korea 27.96 20.03 20.40 0.37 (+1.8%)
North China 24.82 15.16 15.83 0.67 (+4.4%)
Middle China 29.03 17.44 17.64 0.20 (+1.1%)
S th Chi 28 79 16 52 17 75 1 23 (+7 4%) #99%South China 28.79 16.52 17.75 1.23 (+7.4%) #99%
Taiwan 35.60 20.08 20.29 0.21 (+1.0%)
Southeast Asia 27.47 16.56 17.52 0.96 (+5.8%) #90%
Philippine 34.48 17.66 19.19 1.53 (+8.7%) #95%



降水量分布の将来変化降水量分布の将来変化
21世紀末の変化と類似の変化が近未来にも見られる例

21世紀末における

7月降水量の変化

近未来における

7月降水量の変化7月降水量の変化 7月降水量の変化



熱帯低気圧発生数の将来変化
世紀末 変化が近未来 変化と 確認 きな 例

村上（AESTO)による

21世紀末の変化が近未来の変化として確認できない例

は９５％有意

領域 現在気候 ２１世紀末（と変化） 近未来（と変化）

全球 83.4 66.6 （-16.8） 87.0 （ 3.6）全球 83.4 66.6 （ 16.8） 87.0 （ 3.6）

北半球 49.6 39.4 （-10.3） 52.2 （ 2.5）

南半球 33.8 27.2 （ -6.5） 34.8 （ 1.0）南半球 33.8 27.2 （ 6.5） 34.8 （ 1.0）

北インド洋 4.6 3.9 （ -0.7） 4.1 （ -0.5）

北西太平洋 17.6 13.0 （ -4.6） 17.0 （ -0.6）北西太平洋 17.6 13.0 （ 4.6） 17.0 （ 0.6）

東太平洋 21.2 15.9 （ -5.3） 23.1 （ 1.9）

北大西洋 6.3 6.6 （ 0.3） 8.0 （ 1.7）北大西洋 6.3 6.6 （ 0.3） 8.0 （ 1.7）

南インド洋 21.0 19.8 （ -1.2） 22.6 （ 1.6）

南太平洋 12.6 7.3 （ -5.3） 11.9 （ -0.6）南太平洋 12.6 7.3 （ 5.3） 11.9 （ 0.6）

南大西洋 0.2 0.1 （ -0.1） 0.3 （ 0.1）



最大5日間降水量の将来変化

鬼頭（MRI)による

最大5日間降水量の将来変化

60kmモデル 20kmモデル
近未来 近未来

60kmモデル
21世紀末

20kmモデル
21世紀末

デ デ最大5日間降水量の変化(mm/day)。(a)近未来60kmモデル実験、(b)近未来20kmモデル実験、
(c)21世紀末60kmモデル実験、(d)21世紀末20kmモデル実験。(a)(c)の彩色部は95%有意を、
斜線は4つのアンサンブルSST実験(詳細は省略)全てで同符号の変化をした場所を示す。



IIII.
後期実験のための新全球モデルの後期実験のための新全球モデルの

開発と評価



平成21年度の後期実験用全球モデル開発平成21年度の後期実験用全球モデル開発

複数の全球モデルを開発 8-11月4-7月 12-3月

• AS積雲対流スキーム

60kmモデル
による

現在気候の 後期実験用

マルチ
モデル
実験用• Yoshimura積雲対流スキーム

• KF積雲対流スキーム

現在気候の
再現性評価

熱帯低気圧

後期実験用
２０ｋｍ
モデル

の

実験用
６０ｋｍ
モデル

の・熱帯低気圧

・東アジアの降
水量
・太平洋高気圧

の
選択

新陸面スキ ム

の
選択

• 新陸面スキーム

• 2モーメント雲スキーム

• 海洋表層スキーム

• 海洋混合層スキーム



夏のアジアモンスーン（６～８月平均） ６０ｋｍモデルによる25年現在気候評価

ＪＲＡ
CMAP

線： 層厚（200hPa－500hPa）
陰影： 降水量TRMMCMAP 陰影： 降水量
矢印： 850hPa風

TRMM

前期

後期ー前期

前期
モデル

後期
モデルモデル



観測（CMAP）

東アジア6-9月気候値（降水量、海面気圧、200hPa東西風）の比較
６０ｋｍモデルによる25年現在気候評価

観測（CMAP）

前期モデル

後期モデル



前期・後期60kmモデルによる25年気候値を数値評価
降水量を中心に改善‐ 降水量を中心に改善 ‐

は、より高い数値評価を示す。

海面
850降水量

RMSEによる量的評価 Taylorインデックスによる分布評価

降水量
海面
気圧

hPa
気温

全
ア

東
ア

東
ア

東
ア

東
ア

東
ア

東
ア

降水量
（CMAP)

地域
全
球

ア
ジ
ア

ア
ジ
ア

ア
ジ
ア

ア
ジ
ア

ア
ジ
ア

ア
ジ
ア

ア
ジ
ア

地域 北西太平洋 西日本 東日本

期間 年 夏 夏 秋 夏 秋 夏 秋

前期
モデル 73 41 26 54 80 91 94 99

期間 夏 秋 夏 秋 夏 秋

前期
デ モデル

25年

.73 .41 .26 .54 .80 .91 .94 .99

後期
モデル 80 56 43 64 90 94 79 99

モデル
25年

３．３２ ２．２３ ２．３０ １．１６ ０．６０ ０．８５

後期
モデル ２ ２５ １ ６４ ２ ０７ ０ ３３ ０ ９２ ０ ７９ モデル

25年

.80 .56 .43 .64 .90 .94 .79 .99モデル
25年

２．２５ １．６４ ２．０７ ０．３３ ０．９２ ０．７９



20ｋｍ全球モデルの

村上（AESTO)による

20ｋｍ全球モデルの
熱帯低気圧発生

分布の改善
前期モデル

観測青：観測25年
緑：前期モデル25年
赤：後期モデル3年

大幅に改善多すぎ

少なめ



60kmマルチモデル実験で使用する積雲対流スキーム

新藤・原・國井・別所・中澤 (2009)

ー伊勢湾台風予測実験の例ー



平成2１年度研究計画は 達成平成2１年度研究計画は 達成

（平成21年度年次計画）（平成21年度年次計画）
• 新全球20km モデルを用いて現在気候実験を実施。

（平成21年度研究計画）

• 近未来実験を含めて前期実験の解析を行い、成果をまとめ
る 後期実験 実験手法 解析手法 デ 仕様を決めるる。後期実験の実験手法・解析手法・モデル仕様を決める。

• 後期実験のために新全球20km モデルを構築し マルチモデ• 後期実験のために新全球20km モデルを構築し、マルチモデ
ル実験のための全球60kmモデルを用意する。ここで、全球
モデルとして海洋混合層または海洋表層と結合した全球大
気モデルを検討する気モデルを検討する。

• 新全球20km モデルを用いて現在気候実験を実施し、 21 世新全球20km モデルを用いて現在気候実験を実施し、 21 世
紀末温暖化予測実験を開始する。



力学的ダウンスケーリングによる極端現象
の高精度予測の高精度予測

5km雲解像領域大気モデル
（長時間積分）

20km全球モデル
側面境界条件

前期予備実験 各年6－10月
現在気候 10年間 1990‐1999
近未来 10年間 2026‐2035
２１世紀末 10年間 2086 2095

日本の

1km雲解像領域大気モデル

（顕著事例の短期積分）

2km雲解像領域大気モデル

（長時間積分）

２１世紀末 10年間 2086‐2095

日本の

高解像度

（顕著事例の短期積分）（長時間積分）

詳細情報



7月の月降水量 の変化（近未来ー現在）

(a)5kmモデル
(2026－2035年)と現在の差

(b)20km全球モデル
5kmモデルと同期間の差

(c)20km全球モデル
（2015－2039年）と現在の差

・西日本の雨量の減少傾向と関東から日本の南海上
にかけて雨量の増加が見られる

(c)全球モデル（25年積分）と(b)10
年積分を比較すると 降水 増加にかけて雨量の増加が見られる

・20km全球モデルの結果と比較すると5kmモデルでは
より細かい降水の変化パターンが見られる

増加傾向 減少傾向ともに ントラストがよりは きり

年積分を比較すると、降水の増加
域の分布はほぼ対応しているが
西日本の少雨傾向が見られない

・増加傾向、減少傾向ともにコントラストがよりはっきり
としていて、地域的なめりはりのある予測ができてい

る
5kmモデル：25年積分（本番実験）
の結果が期待される



領域5kmモデルによる降水強度頻度分布

日降水量 １時間降水量

近未来 現在

21世紀末 21世紀末
近未来

現在

近未来

近未来： 日降水量に変化はほとんどない
1時間降水量では強い降水の頻度が増加

→短時間強雨の頻度増加を示唆
世紀末 日 時間降水量ともに強い降水の頻度が増加21世紀末：日、1時間降水量ともに強い降水の頻度が増加



領域5kmモデルによる大雨事例抽出（観測）

領域最大日雨量
Regional Maximum DailyRegional Maximum Daily 
Precipitation: R‐MDP 
(Kanada et al. 2008）

= 左図枠内陸上の最大日雨量

○1976‐2005年の最大日雨量上位10位の発生地点
●日早（1976年1114mm/day）●日早（1976年1114mm/day）



領域最大日雨量の水平分布 : 5kmモデル

AGCM20kmによる
5kmモデルによる 5kmモデルによる

観測
現在気候

5kmモデルによる

現在気候
5kmモデルによる

将来気候

1000mm/day以上 500mm/day以上 300mm/day以上



大雨事例の変質

大雨事例に伴う強雨域：前述のR‐MDPと連続した50mm/day以上の格子を大雨
事例に伴う降水域と定義し陸上のみ積算事例に伴う降水域と定義し陸上のみ積算
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・将来気候では300mm/day以上の強いR‐MDPの頻度に
増加傾向がみられる

・一方、同じR‐MDPの区分で平均した50mm/day以上の
大雨領域の平均面積はより小さくなる傾向にある



後期5kmモデルの高度化
・ 計算速度の高速化
・ ＫＦ対流パラメタリゼーションスキームによる不自然な降水の改善
・ 境界条件をSBC法からをSN （スペクトルナッジング）法に変更

雲物理過程の改良（雲氷の メント化）・ 雲物理過程の改良（雲氷の２モーメント化）
・ 放射過程でのエーロゾルの観測気候値の利用等
・ SiB （簡易植生モデル）の導入

領域の拡大

６６９ｘ５２７６６９ｘ５２７
６６９ｘ５９４

台風の改善

平均誤差（km）

RANAL ２３．８

SBC・SN
なし

１２５．７

RMSE（hPa）

RANAL ２３．７

SBC・SN
なし

２３．３

改善 改善

なし

SN ５５．２

SBC ７２．５

なし

SN ２４．０

SBC ２７．９



後期2kmモデルの高度化
・ 計算速度の高速化
・ 雲物理過程における蒸発抑制のとりやめ

従来版→効果を50%に抑制
放射過程での ゾ 月別観測気候値の利用等・ 放射過程でのエーロゾル月別観測気候値の利用等

領域の拡大

2003年7月の日雨量のバイアススコア 表は領域平均降水量

1

1.2

1.4

NHM2km_Old NHM2km_New
降水特性 （弱雨の過大評価傾向）
の改善

2003年7月の日雨量のバイアススコア。表は領域平均降水量。

0.4

0.6

0.8

AMeDAS 299.1

NHM5km

0

0.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

0307dx05_stn

0307dx02

0307c2devdx025

NHM5km 277.1
NHM2kmOLD 313.8
NHM2kmNEW 291.4



特に極端な現象に対する高分解能モデルの改良

１ 予測精度基礎調査• 今後の課題と展望 １．予測精度基礎調査
•現業システムの結果
•個別事例の結果…

今後の課題と展望
– 台風等の特に極端な現象に対

してモデルを改良

２．モデル開発
•物理過程高度化

• 計算不安定への対策
– 極端に強い格子スケールの対 物理過程高度化

•力学過程高度化…改
善
で
き

極端に強い格子スケ ルの対
流が生じた場合に計算不安定
が生じうるため

３．精度評価
•現業システムを用いた評価
•個別事例での評価…

き
ず• 海面粗度スキームの改良

– 現行の計算式が強風時に必ず

改善

現行の計算式が強風時に必ず
しも適切でないため

現業数値予報システムを用い ４．新モデルへの導入
•計算効率の向上…

• 現業数値予報システムを用い
て精度評価をしていく



後期本実験後期本実験

高度化された雲解像領域モデル（5km、2km、1kmモデル）

高度化された全球モデルを境界条件とした計算
後期平成21‐23年度で各期間25年間の積分を実施（各年6‐10月）

現在気候 * １９７９－２００３

近未来（約３０年後） * ２０１５－２０３９

２１世紀末（約１００年後） * ２０７５－２０９９



まとめと今後の予定まとめと今後の予定

• 前期実験の解析を行った。

• 後期本実験のために降水過程、陸面過程、放射過程などの高度化を実施した新しい領
域5km、2km、1kmモデルを決定した。

• 新全球20km モデルを境界条件とした領域5km、2km、1kmモデルによる後期本実験を
平成21年12月よりの2年強で実施する。対象期間は強い降水の観測される6‐10月とし、
現在 近未来 21世紀末の各25年間の計算を行い 前期予備実験の経験を元に顕著現在、近未来、21世紀末の各25年間の計算を行い、前期予備実験の経験を元に顕著
事例に着目しながら解析を行う。計算結果は影響評価グループに提供する。

特に極端な現象について補うために 強い台風用の高解像度（2k /1k ）実験レイアウ• 特に極端な現象について補うために、強い台風用の高解像度（2km/1km）実験レイアウ
トを構築し、全球20km モデルでみられた領域実験内の強い台風について幾例か予備
実験を開始している。

• 疑似温暖化実験の手法を開発し、テスト計算を行った。今後、台風を主とした顕著な事
例について実施し、手法の妥当性をさらに検討する。多数例の疑似温暖化予測により
温暖化による台風等の変質を明らかにする予定である。計算結果は影響評価グループ温暖化による台風等の変質を明らかにする予定である。計算結果は影響評価グル プ
に提供する。
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極端現象予測

気候変動に伴う河道計画への影響評価気候変動に伴う河道計画 の影響評価
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国土交通省 国土技術政策総合研究所国土交通省 国土技術政策総合研究所
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１．年最大Dr時間降雨量の生起確率分布の気候変
化に伴う変化の分析化に伴う変化の分析

[現在：1979‐2003 ／ 将来：2075‐2099]
[対象 日本] [D 1 72時間] [地域分割 16][対象：日本] [Dr：1～72時間] [地域分割：16]
気候変化による洪水流量変化を全国主要河川

について簡便に計算するための準備について簡便に計算するための準備
２．全国一級水系について、気候変化に伴う洪水

流量変化を計算し 洪水（外水）氾濫頻度の変流量変化を計算し、洪水（外水）氾濫頻度の変
化を算出。
気候変化 伴う氾濫頻度増を吸収するため３．気候変化に伴う氾濫頻度増を吸収するための
河道整備労力の増分を簡易な共通指標により
算出算出。

４．気候変化が洪水氾濫頻度に与える影響に対す
る適応 難度 全 特性適応 難度 全 特性を把握る適応困難度の全国特性適応困難度の全国特性を把握。



気候変動によ気候変動によ
る降雨量変化 河道計画

への影響予測 への影響

両者の関係性関係性を把握し、予測結果
が適応策に及ぼす影響影響をわかりやが適応策に及ぼす影響影響をわかりや

すく議論できるようにする。

・全国的に共通かつ単純な尺度を導入。
・河川毎の違いを議論できるようにする
・全国を網羅。
・実務（河川整備）の議論につながるようにする。



①　北海道オホーツク海側

②　北海道日本海側

③　北海道太平洋側

④　東北北

⑤　東北東

⑥ 東北西

①
②

③

■地域区分の設定

・ダムの設計に用いられる比流量図
⑥　東北西

⑦　北陸東

⑧　北陸西

⑨　関東

⑩　長野盆地

⑪　中部東

⑫　中部西

⑬　山陰

③

④

⑥

⑧
⑤

⑦

の地域別区分からスタート

・地域内の各格子点での確率分布の
同一性を確保しつつ、できるだけ広

⑭　瀬戸内

⑮　九州北

⑯　西南日本

⑫

⑬

⑭⑮

⑯

⑪

⑨

⑧

⑩

同 性を確保しつつ、できるだけ広
い（格子点の多い）地域に分割
河川計画で対象となる低頻度豪雨低頻度豪雨
の統計分析の信頼性の統計分析の信頼性を高める⑫ の統計分析の信頼性の統計分析の信頼性を高める。

■地域内データの独立性評価
地域内格子点数（ ） 計算年数（ 年） 確率分布を算出する と 前提・地域内格子点数（33～107）×計算年数（25年）で確率分布を算出することの前提
「互いに独立」との仮説が棄却されない格子点組み合わせの割合は0.3～0.7
今後の検討課題

■確率分布形を評価
・現在、将来の確率分布を地域内平均

24時間降雨

0.9

1

値で無次元化表示すると、対象降雨
時間によらず概ね同一とみなせる。
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年最大降雨量の平均値の現在 将

来比で、確率分布の変化を表現でき
る。簡便な取り扱いが可能に
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地域平均(年最大降雨量/地域内平均）
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モンテカルロシミュレーションに
より信頼性の評価も試行

（不確実性の評価は幅広い視点からさ
らに詰める必要）
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らに詰める必要）
・これらをもとに河道計画への影響を一
旦（“最短距離で”）評価してみる

・地域モデル（より小さなメッシュ）、後期
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実験の結果も逐次取り込む
・近未来の結果も分析中
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独立性の課題も含め、計算されている
現象自体に着目した検討も必要（降雨
の空間分布パターン）



全国109の一級水系について、
気候変化に伴う洪水流量変化を計算

),,( ATDgR rripp  Rpp：河川整備の目標に用いる降雨量（気候変動考慮せず）

気候変化に伴う洪水流量変化を計算

),,(g rripp Rpp：河川整備の目標に用いる降雨量（気候変動考慮せず）
Dr：降雨継続時間
Tr：年最大降雨に関する生起確率（再帰年）
A：流域面積

既往計画（降雨分布を
含む）or アメダスデータ

に基づく全国降雨強度 A：流域面積に基づく全国降雨強度
式を援用

規定

),,,( rrpppp TADRGQ メータ、流域特性に関わるパラ

規定

),,,,( rr
p

f
pppf TAD

R
R

RGQ メータ、流域特性に関わるパラ

も単純な

Q：洪水流量
添え字 f それぞれ現行 気候変動考慮後の整備目標となる流量

最も単純な形で
気候変化を考慮

添え字pp、pf：それぞれ現行、気候変動考慮後の整備目標となる流量
※関数Gには、既往河川計画で用いられているものを利用（ただし、規模の
小さい流域には合理式を適用）



 3

ある流量を氾濫させずに流下させるために必要な河道諸元



















10
3

22
5
3

bI
QnhB

Q：洪水流量
h：必要水深、B：必要川幅
n：粗度係数、Ib：河床勾配

※実際はもう少し精度の高い計算方法を適用
※nなどの河道パラメータは既往検討で検証済みのものを用いる

※実際の河道形状はh

h

堤防、複断面など複
雑（単純化して表示）

h

・氾濫が起こる確率（再帰年）
・氾濫確率を一定以下に抑える

BB

氾濫確率を 定以下に抑える
ために必要な河道諸元拡大量（ ）

※治水整備は様々な手法から成るが、全国的な傾向を簡便に掴むた

Bh  ,
治 備 様 法 成 、 国 傾 を簡便 掴

め、必要河道諸元拡大量を“適応労力”の共通尺度としてみる．



日本の河川整備は“途上”
災害 クそ も 値だ

を実行するための労
力に対して、 を実行

災害リスクそのもの値だ

けでなく、“リスク低減速度”
観点も り込む

力に対して、 を実行
するための労力がどれだけ
増すか？

の観点も取り込む にある種の実態が集約されているとの認識

対策なし
災
害
リ 従来施策（気候一定）

従来施策（温暖化）

リ
ス
ク

従来施策（気候一定）

・リスク低減の進捗が滞る．
目標 到達が先延ばしに

無対策

対策実施（既往）

将来推移（気候変動無し）

将来推移（気候変動あり）

最終到達目標？

・目標への到達が先延ばしに．
・到達できない恐れも

災
害
リ
ス
ク将来

最終到達目標

段階目標

ク

時間経過

現在t0 将来t1
時間
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・これらが河川特性、地域ブロック、氾濫原特性などによってどのよ
うに異なるか？うに異なるか？
・予測結果、予測の幅によって、どの程度変わるか？
・将来、近未来の違い。時系列変化と適応策との関係

・コスト（当初、維持管理）、環境影響等を踏まえ実現難易度へ変換
する手立ての検討リスク管理戦略の議論へ




